
     　　　　　　　　Ⅰ　誰もが活躍できる良質な雇用機会の確保　　　　

     　　　　　　　　Ⅲ　誰もが活躍できる労働環境の整備・推進

― 数値目標・達成状況 ―

平成28年度 大阪労働局の取組について

《誰もが安心して働き活躍できる元気な大阪》

     　　　　　　　　Ⅱ　健康が確保され安全で安心な職場の実現
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重点施策 数値目標（○本省指示、●大阪局独自） 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

1
職業紹介業務の充実強化
による効果的なマッチン
グの推進

○　就職件数（常用）120,056件以上

○　充足数（常用）129,500件以上

○　紹介成功率（常用）について、
　過去３年度実績の平均値以上の割
　合を目指す≪14.1％≫

○　求人に対する紹介率について、
　過去３年度実績の平均値以上の割
　合を目指す≪29.9％≫

○　求職者に対する紹介率について、
　過去３年度実績の平均値以上の割合
　を目指す≪20.6％≫

○　就職件数（常用）57,386件（進捗率47.8％）
○　充足数（常用）63,060人(進捗率48.7％)
○　紹介成功率（常用）　15.1％
○　求人に対する紹介率　28.7％（8月末現在）
○　求職者に対する紹介率　19.9％（8月末現在）

・　就職件数（常用）、充足数（常用）について
　は、上半期末段階の進捗率が50％に達していな
　い状況。
　　平成28年度より、「中期（3ヶ年）重点事業
　計画」（以下「中期計画」という。）を策定
　し、計画的な個別支援（就職時期の目標設定、
　相談時間の明確化等）、求人担当者制の実施
　や職業相談窓口ごとに紹介件数、就職件数の
　目標を設定し、窓口ごとのPDCAサイクルによ
　る業務改善の実施に取り組んでいるところで
　あるが、下半期には、取組を更に強化するこ
　とで、目標の達成を図る。

・　紹介成功率（常用）については、中期計画
　等に基づく計画的な個別支援の徹底や実施手
　法の指示、キャリアコンサルティング研修等
　を通じた職業相談能力の向上等により、目標
　を上回っている状況。

・　求人に対する紹介率、求職者に対する紹介
　率については、いずれも目標を下回っている
　状況。下半期は、能動的な求人情報の提供の
　徹底等により目標達成を図る。

○　就職件数（常用）、充足数（常用）
　　中期計画に基づいた職業相談窓口の活性
　化、就職件数向上に向けた取組のさらなる
　促進を図る。
　　さらに、テーマ性（正社員、ものづくり
　や地元地域で働く等）を意識した魅力ある
　イベントの実施を行うことで、就職関連指
　標の向上に取り組む。

○　紹介成功率（常用）
　計画的な個別支援の継続取組。基本業務総
　点検等を通して、各所の取組を確認・助
  言。

○　求人に対する紹介率、求職者に対する紹
　介率能動的な求人情報の提供や求人の効果
　的な掲示、中期計画に基づく職業相談窓口
　の利用促進等、継続した取組を実施。

　平成28年度における大阪労働局の数値目標の達成状況については、～
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2



重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

2
人手不足分野等における
人材確保等の総合的な推
進

○　介護・看護・保育分野の就職件数
　15,800件以上
○　建設分野の就職件数3,200件以上

○　介護・看護・保育分野の就職件数7,602件
　　(進捗率48.1％)
○　建設分野の就職件数1,627件
　　(進捗率50.8％)

・　介護・看護・保育分野については、福祉人材
　コーナー（※1）を中心とした新規求職者の掘り
　起こしや面接会等イベントを実施。
・　建設分野については、建設人材確保プロジェ
　クト実施所（※2）を中心に、新規求職者の掘り
　起こしや関係機関との連携に向けた取組を実
　施。

・　いずれの分野においても、進捗率は50％前後
　であり、年度内目標達成に向け比較的順調に推
　移している。

　（※1）大阪東・阿倍野・堺・枚方所
　　　　 平成28年9月～布施所
　（※2）大阪東所

○　介護・看護・保育分野については、11月
　に全所において介護就職デイを開催（就職
　面接会（19回）、セミナー等実施）。
　　また、未充足求人対策として、事業所訪
　問による求人充足プランの策定、実際に働
　く現場を見て体感できる施設見学会やツア
　ー型面接会等の取組を積極的に実施し、就
　職件数の向上を図る。

○　建設分野については、大阪東所において
　就職面接会を行う等就職支援の取組を強化
　する。

○　人材不足分野においては、新規求職者の
　掘り起こしが喫緊の課題であり、各種イベ
　ント、関係機関等との連携やマスコミ等を
　活用した取組を積極的に実施。
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重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

3 正社員転換・待遇改善

○　正社員就職件数69,481件以上
○　正社員求人数381,217人以上
●　キャリアアップ助成金を活用した
　正規雇用等転換数について、前年度
　実績（7,646人）以上

○　正社員就職件数 29,693件(進捗率42.7％)
○　正社員求人数 198,209人（進捗率52.0％）
●　キャリアアップ助成金を活用した正規雇用等
　転換数　3,595人（進捗率47.0％）

・　正社員就職件数については、計画的な個別支
　援の実施を通した就職件数の向上に取り組んで
　おり、進捗率は42.7％となっている。

・　正社員求人数については、正社員を対象とし
　たイベントの実施や窓口での正社員求人提出勧
　奨の結果、進捗率52.0％を達成。

・　キャリアアップ助成金を活用した正規雇用等
　転換数については、今年度、法改正等について
　周知強化を図ったことにより正社員転換に係る
　キャリアアップ計画は、９月末までの対前年同
　期で26.2％増となっていることから、昨年度実
　績を上回る転換数が見込まれる。

○　正社員就職件数、正社員求人数について
　は、就職件数（常用）、充足数（常用）等
　と同様、中期計画に基づいた職業相談窓口
　の活性化、就職件数向上に向けた取組のさ
　らなる促進を図る。
　　さらに、正社員求人を中心としたテーマ
　性を意識した魅力あるイベントの実施を行
　うことで、正社員就職及び正社員求人の向
　上に向けた取り組む。

●　キャリアアップ助成金を活用した正規雇
　用等転換数については、引き続き業界団体
　等に対する広報依頼やセミナー等を通じた
　周知啓発に取り組んでいく。

4
地方自治体と一体となっ
た雇用対策の推進

○　生活保護受給者及び児童扶養手当
　受給者等に対する就労支援につい
　て、就職件数6,250件以上
●　地方自治体との一体的実施施設
　（生保型除く）におけるハローワー
　クコーナーの就職件数について、前
　年度実績（2,027件）以上

○　生活保護受給者及び児童扶養手当受給者等
　に対する就労支援就職者数
　　 3,243人（進捗率：51.9％）

　・　福祉事務所内への常設窓口の設置や巡回相
　　談の実施等により、年度目標達成に向けて
　　順調に推移している。

●　地方自治体との一体的実施施設（生保型
　除く）におけるハローワークコーナーの就
　職件数
　　1,077件（進捗率：53.1％）
　

　・　地方自治体との連携による地域に密着した
　　就職支援の実施が、新規利用者の開拓に繋
　　がっており、目標達成に向けて順調に推移
　　している。

○　福祉事務所内への常設窓口の設置及び
　巡回相談を軸とした地方自治体との連携
　強化を進め支援要請の増加を目指し、並
　行して就職支援ナビゲーターに対する研
　修の充実等、資質・能力の向上を図り、
　就職者数、就職率のアップを目指す。

●　地方自治体との一体的実施施設を駅前
　等の利便性の高い場所に施設を設置する
　ことで、住民サービスの向上に寄与し、
　新規求職者の開拓、就職件数の目標達成
　を図る。平成２８年１２月には、寝屋川
　市との一体的実施施設を新設予定。
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5 若者の雇用対策の推進

○　学卒ジョブサポーターによる支援
　について、正社員就職件数14,984件
　以上
○　ハローワークの職業紹介により、
　正社員に結びついたフリーター等の
　件数19,005件以上
●　若者雇用促進法に係る周知啓発を
　目的とするセミナーの実施　年20回
　以上

○　ジョブサポーターの支援による正社員就職
　決定数
　　 8,184人（進捗率54.6％）
○　ハローワークの職業紹介により、正社員に
　結びついたフリーター等の就職件数
　　 9,622人（進捗率50.6％）（８月末現在）
●　若者雇用促進法に係る周知啓発を目的とす
　るセミナーの実施
　 　17回（進捗率85.0％）

・　担当者制による個別支援を中心としたきめ
　細やかな就職支援を行うことにより、就職者
　数は順調に推移しており、年間目標を達成で
　きる見込みである。

○　新卒応援ハローワークでは、企業説明会
　用ブース(レギュラーマッチングブース)を
　設置し、企業説明会をほぼ毎日開催する。
　　また、下半期からは大学等に対して恒常
　的出張相談を実施する。これにより、新卒
　者等の正社員就職に向けた支援を強化す
  る。

○　わかものハローワーク及び府内各ハロー
　ワークのわかもの支援窓口において、引き
　続き担当者制による個別支援等きめ細かな
　支援を実施しフリーター等の正社員就職を
　推進する。

●　若者雇用促進法に関して、合同面接会及
　び説明会等の機会を活用し、事業主向けセ
　ミナーを実施することにより、引き続き周
　知啓発に取り組む。

6
女性の活躍推進・ひとり
親に対する就業対策の推
進

○　マザーズハローワーク事業におけ
　る担当者制による就職支援を受けた
　重点支援対象者について、就職率
　88.3％以上
●　女性の就職支援及び活躍応援を目
　的とするセミナーの実施100回以上

○　重点支援対象者の就職率
 　 92.5％
●　女性の就職支援等を目的とするセミナー
  　74回（進捗率74％）

・　重点支援対象者に対するきめ細やかな就職支
　援等の実施の結果、9月末時点で目標就職率を
　上回っており順調に推移している。

・　セミナー実施回数についても順調に推移。加
　えて、大阪及び堺マザーズハローワークでは民
　間委託によるセミナーを実施（上半期計66
　回）。

○　目標達成に向け、これまでの取組を継
　続。

○　全体的な新規求職者数の減少傾向が続く
　中で、魅力あるセミナー等イベントの開催
　、地方自治体等関係機関との連携や商業施
　設等における周知広報活動により、新たな
　求職者の獲得に向けた取組の強化を図る。
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重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

7
高年齢者の雇用対策の推
進

○　生涯現役支援窓口での65歳以上の
　就職率46.0％以上

〇　生涯現役支援窓口での65歳以上の就職率
　　51.4％（9月末現在）

・　９月末時点で目標就職率を上回っており、
　順調な取組み状況である。年度目標の達成も
　十分に見込める。

　

〇　引き続き、担当者制による再就職支援や
　高年齢者の特性に配慮した求人展示等を適
　切に実施する。

8 障害者の活躍推進
○　障害者の就職件数について、前年
　度実績（6,427件）以上

○　障害者の就職件数
  　 3,965件（進捗率61.7％）
　　　対前年同期実績：3,654件
　　　対前年同期比：＋8.5％

・　企業の採用意欲も高く、順調に推移して
　おり、目標は達成見込み。

○　引き続き、きめ細かな職業相談・職業紹
　介を実施する。

9
職業訓練を活用した就職
支援

○　公的職業訓練の修了3か月後の就
　職件数6,421件以上

○　公的職業訓練の修了3か月後の就職件数
　　5,280件　(進捗率 82.2％)

・　大阪府及び独立行政法人高齢・障害・求職者
　雇用支援機構と訓練受講者の就職状況を共有。
　訓練受講者に対する積極的な就職支援、来所日
　に合わせ企業面接会を実施するなどの取組によ
　り、概ね順調に推移している。

○　引き続き、未就職者の把握に努め、関係
　機関と連携の上、的確な就職支援を実施し
　ていく。
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重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

10
ハローワークサービスの
サービス改善・向上と周
知

○　ハローワーク利用者の満足度90％
　以上

○　平成２７年度利用者満足度調査の結果を踏ま
　え、平成２８年度上半期の各ハローワークにお
　けるサービス改善の取組目標を設定し、サービ
　ス改善・向上に取り組んだ。

○　ハローワークＣＳ向上委員を中心とし、ハロ
　ーワーク間によるＣＳ相互点検を実施（７月～
　８月）し、継続的なサービス向上に努めた。

○　平成２８年度利用者満足度アンケート調査
　については、各ハローワークにおいて１０月
　初旬から実施しており、結果は２月頃に出る
　予定。

○　各ハローワークにおいて、ＣＳ相互点検
　の結果を受けた改善取組事項を決定し、サ
　ービス改善・向上に取り組む。

○　平成２８年度利用者満足度調査の結果及
　び分析について、各ハローワークに通知し
　各調査結果を踏まえたサービス改善に向け
　ての取組を検討し、平成２９年度上半期に
　かけて、実施する。
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重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

1
労働災害の減少を図るた
めの対策

●  平成２９年までに平成２４年比で
　労働災害による死亡者数を１２％以
　上減少
○  平成２９年までに平成２４年比で
　休業４日以上の死傷者数を１４％減
　少

○　死亡者数
　平成24年  同24年9月末  同28年9月末  増減率
　　58人　　　　41人　　　   26人　　△36.6％
○　死傷者数
　平成24年  同24年9月末  同28年9月末  増減率
　 8,364人　　5,300人　　　5,042人　  △4.9％

○　死亡災害防止対策
　　引き続き、建設業及び製造業を重点とし
　て労働災害防止対策に取組む。
○　死傷災害防止対策
　　小売業、社会福祉施設及び飲食店に対し
　重点を絞り込んで集中的な労働災害防止対
　策に取組む。

2
メンタルヘルス対策を推
進します

●  ストレスチェック制度の周知・徹
　底のため、説明会を2回開催する。

●　ストレスチェック制度セミナー（導入編）
　を開催した。

　　平成28年9月5日6日8日　3回
　　　　　　　　（合計132名出席）

・　新たに大阪局版推進計画を発出し、監督署に
　対し、定期健康診断実施報告を提出した事業場
　に対する窓口指導等を指示している。
・　平成27年12月１日の改正労働安全衛生法の施
　行後１年になることに鑑み、その導入の実態や
　課題等を把握するために、本年８月、既にスト
　レスチェック実施した208事業場（回収173事業
　場）に対して、アンケート調査を実施した。
　　アンケート結果は、「大阪･健康づくりフォー
　ラム」（10月4日開催）の広報に併せて記者発表
　を行った。
　　また、同フォーラムの基調講演でも、アンケ
　ート結果を踏まえた現状と課題について説明を
　行った。

●　年度後半に、ストレスチェック制度セミ
　ナー（実践編）を産業保健総合支援センタ
　ーと共催で開催し、実際にストレスチェッ
　ク制度に携わっている産業医より、ストレ
　スチェック制度の具体的な運用事例や職場
　改善事例を紹介し、制度の実施に困難を生
　じている事業場に対する支援を行ってい
　く。
●　ストレスチェック制度を含めたメンタル
　ヘルス対策の取組事例や、職場改善につな
　げている好事例を収集し、事例集を作成す
　ることにより、制度の実施に困難を生じて
　いる事業場等に対する支援を行う。

Ⅱ　健康が確保され安全で安心な職場の実現
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重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

3
労働保険料等の収納率向
上

●　実効ある滞納整理を実施し、全国
　平均を上回る収納率を目指す。

●　「平成28年度滞納整理年間業務計画」に基づ
　き、重点事業主を選定し、重点事業主を中心に
　強制措置を含めた徴収業務を実施した結果、平
　成２８年９月末における収納率は、４１．９６
　％と前年同期の大阪局の収納率である４１．５
　４％を超えたものの、本年度の全国平均である
　４２．３８％には至らず、上半期については、
　前年度と同様全国平均には至らない結果となっ
　た。

●　下半期は、後期徴収強化期間・集中滞納
　整理等を年度末にむけて実施し、全国平均
　を超える収納率の達成を目標に積極的に徴
　収業務に取組む。

4
労働保険未手続事業一掃
対策の推進

●　労働保険の加入手続勧奨を効果的
　に実施し、手続勧奨による成立件数
　１，２００件を目指す。

●　５９９件達成で、４９．９％の達成率
　である。

●　１１月は未手続事業一掃対策期間で
　あり、目標を達成するため、より一層
　努力する。

5
雇用保険制度の安定的運
営

○　基本手当の支給残日数を所定給付
　日数の３分の２以上残して早期に再
　就職する件数39,087件以上
○　雇用保険関係重点手続のオンライ
　ン利用率を２３％（高年齢雇用継続
　給付金の支給申請にあっては１３
　％）以上、電子申請受付後の処理
　日数については、原則2.2日以内
　（繁忙期を除く6月～3月平均）の
　返戻処理を目指す。

○　平成28年4月～8月末までの早期再就職者数
　は、17,168件で、進捗率は43.9％となってい
　る。
　　また、対目標値（8月末までの目標値17,454
　件）1.6％減となっており、厳しい状況ではあ
　るが目標達成を見込んでいる。

○　平成２８年９月末までの雇用保険関係重点手
　続のオンライン利用率は、上半期平均で
　資格取得届24.8％、資格喪失届21.4%、高年雇用
　齢継続給付13.8％になっており目標達成に向け
　着実に増加している。
　　処理日数は、６月から９月までの平均が2.46
　日と目標が未達成の状況である。

○　早期再就職に向けた取組等の文書発出
　により、職業相談窓口への確実な誘導の
　強化等、目標数達成を目指す。

○　電子申請については、平成２８年１０月
　から雇用保険電子申請アドバイザーを活用
　し、雇用保険の申請件数の多い事業所を中
　心に電話・訪問にて利用勧奨を行い更なる
　利用率向上を目指す。

○　電子申請受付後の処理日数については、
　マイナンバー導入により申請件数が前年度
　より大幅に増加したことに対応できていな
　いため、業務簡素化・事務処理体制の見直
　しを行い、目標達成を目指す。
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重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

1 働き方改革の推進
●  働き方改革セミナーを２回開催す
　る。

●　平成２８年８月２日に働き方改革セミナ
　ーを開催。
　　企業担当者など、約３００名が参加。

●　平成28年12月16日に開催予定。

2 適正な労働条件の整備 ●  ワークショップを９回開催する。

●　ワークショップ開催状況
　　開催回数５回（5月25日、6月7日、6月14日、
　7月26日、8月9日）
　　上半期でのワークショップ開催回数は5回
　（５５．６％）であるが、実施時期は計画ど
　おりで、順調に推移している。

●　引き続き、ワーク・ライフ・バランス
　推進に向けたワークショップを開催する。

3
民間等の労働力需給調整
事業の適正な運営の促進

●  労働者派遣事業や職業紹介事業を
　始めようとする事業者に対して説明
　会を月１回開催する。

●　労働者派遣事業の説明会、職業紹介事業の
　説明会ともに毎月１回開催し、労働者派遣事
　業の説明会には計７６名、職業紹介事業の説
　明会には計５０名の参加があった。

●　下半期も引き続き新たに事業を始めよう
　とする事業者に対し月１回説明会を開催
　し、適正な許可、届出について周知を図
　っていく。

4
雇用の分野における男女
の均等な機会及び待遇の
確保対策の推進

●  妊娠・出産等を理由とする不利益
　取扱い防止のため、事業主に対する
　説明会を20回開催する。

●　妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い防止
　等に係る改正育児・介護休業法、改正男女雇用
　機会均等法の説明会を、合計21回開催した。そ
　の他各種会議等の機会を利用して周知を図っ
　た。

●　11月1日、7日、11日に労働局主催の説明
　会を開催する他、引き続き各種説明会にお
　いて説明を行う。

Ⅲ　誰もが活躍できる労働環境の整備・推進　　
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重点施策 数値目標 達成状況等（9月末時点） 下半期の取組方針

5
職業生活と家庭生活の両
立支援対策の推進

○  次世代認定マーク「くるみん」の
　初回取得件数を前年度実績以上とす
　る。

○　上半期初回認定件数　7件（前年同期　6件）
    　　　　　　 　　 （前年度実績　15件）

○　引き続き、事業主に対し、認定制度の
　周知を行い、認定申請の働きかけを行う。

6
労働法制の普及等に関す
る取組

●  大学等における周知啓発セミナー
　について、受講者総数3,000人以上
　を目指す。

●　大阪府内大学・高校等に対して、周知勧奨文
　を郵送。
【実施状況】
　大学等　685名
　高校・中学　54名  計　739名
　　（対前年同期比　149.7％）
　
　・　例年労働法制セミナーの実施は下半期に
　　集中しており、既に23校から実施依頼を受
　　けている。

●　下半期の実施予定。
　　23校実施予定。

7
個別労働関係紛争の解決
の促進

●　助言・指導の解決率を前年度実績
　以上とする。
●　あっせんの合意率を前年度実績以
　上とする。

●　平成28年度上半期助言・指導解決率40.3％
　　（平成27年度助言・指導解決率46.8％）
●　平成28年度上半期あっせん合意率36.7％
　　（平成27年度あっせん合意率31.3％）

●　研修等によって総合労働相談員の能力
　向上を図り、助言・指導解決率の向上に
　引き続き取組む。
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